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特 集

東アジアの家族人口学的変動と家族政策に関する国際比較研究

序論：東アジア低出生力のゆくえ

鈴 木 透

Ⅰ．緒言

本特集は，厚生労働科学研究費（政策科学推進研究事業）を受けて実施された「東アジ

アの家族人口学的変動と家族政策に関する国際比較研究」（平成21～23年）の成果をまと

めたものである．参加者は鈴木透（国立社会保障・人口問題研究所人口構造研究部長），

菅桂太（同研究員），伊藤正一（関西学院大学国際学部長・教授），小島宏（早稲田大学社

会科学総合学術院教授）の四名で，鈴木が総括と韓国を，菅がシンガポールを，伊藤が台

湾を，小島が日本を中心とする比較分析を担当した．序論である本稿では，家族パターン

と低出生力の関係について鈴木（2012）に依拠しつつ簡単に叙述した上で，東アジア地域

の低出生力の今後について各種推計にもとづき考察する．

Ⅱ．家族パターンと出生力低下

1980年代に北西欧で人口置換水準を下回る低出生力が出現した際，「第二の人口転換」

理論はこれを同棲・婚外出生・離婚・妻の就業・独居といった，家族主義から個人主義へ

の価値変動を表す行動と結びつけて説明した（vandeKaa1987）．ところが1990年代に

入ると，家族主義がより頑強な南欧・東欧・旧ソ連圏で，北西欧諸国がほとんど経験した

ことがないほどの低出生力が出現した（Kohler,etal.2002）．これによって急進的な家

族変動と出生力の関係は逆転し，今や結婚制度が強固で伝統的性別役割分業が残存し家族

主義が強い国の方で出生力が低いという逆説的なパターンになっている．
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2000年以後の東アジアにおける急激な出生力低下は，北西欧的家族パターンから距離が遠い儒教

的家族パターンによると考えられる．急速に変化する社会経済システムに対し，家族システムは緩

慢にしか変化せず，北西欧的家族パターンからの距離が遠いほど，社会経済システムとの相克が大

きくなる．国連人口部や各国政府は各種各様の将来予測を発表しているが，新たな創発的変化がな

い限り，出生力の文化デバイドは長期間持続すると考えられる．



2000年代にはヨーロッパの低出生力国のほとんどが1.3の線を回復し，2008年に1.3を下

回る国はモルドバだけだった（Goldstein,etal.2009）．これに代わって出生力低下の先

頭に立ったのは東アジア先進国で，韓国は2005年に1.08という合計出生率を記録した．こ

れは南欧・東欧・旧ソ連圏が経験した低出生率の最低水準に当たる．これに匹敵する水準

としては，ウクライナ（2001年に1.08），ブルガリア（1997年に1.09）などがあるが，ほ

とんどの国はもっと高い水準で反転に転じた．さらに2010年には台湾が0.895という驚く

べき低水準を示した．Goldstein,etal．（2009）によると，香港が2003年に0.90，旧東ド

イツ地域が1994年に0.77，北イタリアのエミリア＝ロマーニャ州が1987年に0.93という合

計出生率を記録した．しかし農村部を含む国レベルの合計出生率が1.0を下回ったのは，

台湾が史上初と思われる．

表1は，2009年のOECD会員国お

よび台湾・シンガポールの合計出生率

を比較したものである．McDonald

（2005）が指摘した文化デバイドは現

在でも有効で，ドイツ語圏を除く北西

欧および英語圏先進国はすべて1.5以

上の水準を維持している．合計出生率

が1.5を下回る低出生力国は，ドイツ

語圏，南欧，東欧，旧ソ連圏，および

東アジアに分布している．この表に含

まれる国で1.3を下回るのは，日本以

外の東アジア諸国だけである．シンガ

ポールの1.22は大都市地域としては高

い水準だが，1.3の線は越えておらず，

世界最低水準であることに変わりはな

い．

英語圏先進国を含む北西欧文化圏の

出生力が1.5以上にとどまることは，

この文化圏が出生力低下に対する一定

の耐性を持つことを示唆する．実際，低出生力国は南欧・東欧から東アジアまで多様な文

化的領域に広がっており，これらに共通する文化的要因が低出生力を誘導したとは考えに

くい．もしあるとしたら，それは「北西欧的な文化的特性の欠如」と考えるべきである．

つまり低出生力はポスト産業化段階の政治・経済・社会的変化に対する自然な反応であり，

異常で説明を要するのは合計出生率が1.5以下の低出生力に至らなかった北西欧文化圏の

方なのである．そもそも産業化からポスト産業化に至る変動を先導したのは英米を中心と

する北西欧文化圏であり，北西欧の家族パターンはそうした変化に親和性があったと考え

られる．家族パターンのような文化的特性は急速には変化せず，政治・経済・社会システ
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表１ 先進国の合計出生率（2009年）

国 TFR 国 TFR

アイスランド 2.22 ブルガリア 1.48

ニュージーランド 2.14 クロアチア 1.47

アイルランド 2.07 リトアニア 1.47

アメリカ 2.01 キプロス 1.46

フランス 1.99 ラトビア 1.44

ノルウェー 1.98 マルタ 1.43

スウェーデン 1.94 スロバキア 1.41

イギリス 1.94 イタリア 1.41

オーストラリア 1.90 スペイン 1.40

フィンランド 1.86 ポーランド 1.40

デンマーク 1.84 オーストリー 1.39

ベルギー 1.83 日本 1.37

オランダ 1.79 ドイツ 1.36

カナダ 1.66 ルーマニア 1.35

エストニア 1.63 ハンガリー 1.33

ルクセンブルク 1.59 ポルトガル 1.32

スロベニア 1.53 シンガポール 1.22

ギリシア 1.53 韓国 1.15

スイス 1.50 台湾 1.03

チェコ 1.49

OECDFamilyDatabase,中華民国行政院主計處,
シンガポール統計局．



ムが北西欧モデルに従って変化するほど，家族システムとの不整合は大きくなる．これが

北西欧文化圏以外の先進国で，極端に低い出生力が現れた原因と考えられる．

北西欧および英語圏の家族パターンは，親子紐帯の弱さによって特徴づけられる

（Reher1998）．このため育児が母親の専担役割とされている南欧・東欧・東アジアの低

出生力国と異なり，かねてから乳母や家庭教師が育児を分担する習慣があった．現在でも

3歳児神話が根強い日本と異なり， 3歳未満の保育サービスの利用率が高い（OECD

2004）．また貧民救済や高齢者扶養のための社会制度が早くから発達し，家族以外の制度

による機能の分担が進んでいた．教育分野でも各種奨学金制度が充実しており，親の負担

感は低出生力国より小さいと見られる．さらに産業化以前から子どもは結婚前に離家する

習慣が確立しており（Wall1989,Reher1998），このため子の経済的独立とユニオン形

成は低出生力国より早い．さらに家父長的だった古代ローマ帝国に対し，北西欧では女性

の地位は古代から高かった．伝統的性役割の浸食と夫の家事・育児参加はまず北西欧文化

圏で生じ，低出生力国との差は現在でも大きい．

南欧・東欧・ドイツ語圏および日本で一時的にせよ1.3を下回る極低出生力が出現し，

現在でも北西欧文化圏より低い水準にとどまるのは，家族パターンが北西欧的パターンか

ら距離があり，各種の急速に変化する社会経済的システムと緩慢にしか変化しない家族シ

ステムの間で葛藤が大きいためと解釈される．そして日本以外の東アジアの出生力低下が

日本より激甚なのは，そうした儒教圏の家族パターンが日本よりさらに北西欧的パターン

から遠いためと考えられる．ヨーロッパや日本と異質な儒教的家族パターンの特徴として

は，「孝」イデオロギーによる権威主義的な父子関係，非親族を信頼しない家族主義，男

尊女卑の伝統と根強い男児選好，同姓不婚・異姓不養を原則とする結婚・相続規則等があ

げられる（鈴木 2012,pp.18-23）．若年労働市場の悪化，子の直接費用の高騰，女子の

労働力参加と伝統的性役割の葛藤等，出生力低下の要因とされる社会経済的変動は，先進

国間で共通している．しかしそうした要因によって出生力が低下する度合いは，各社会の

家族パターンによって決定されると考えられる．

欧米では多くの論者が，封建制から絶対王政へ進む歴史的展開における日本とヨーロッ

パの類似性を指摘した（アイゼンシュタット 1996=2004pp.2-4）．日本では梅棹

（1957=2002）の『文明の生態史観』が，西ヨーロッパと日本を文明が乾燥地帯からの侵

略によって中断されることなく，封建制からブルジョワ革命に至る成熟を達成できた「第

一地域」に分類した．この場合，古代中国の封建制はブルジョワ階級を育成した西欧と日

本の封建制とは異なるものとされる．朝鮮の歴史に封建制に似た状況を探し出すことも可

能かもしれないが，少なくとも近代化直前の19世紀の中国・朝鮮の政治体制は，中央集権

的な農業官僚制（カミングス 1997=2003p.102）だった．このように儒教家族を，ヨー

ロッパや日本を含む封建家族から区別する枠組が有効であると思われる．
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Ⅲ．低出生力のゆくえ

東アジアの低出生力に家族パターンのような急速には変化しない文化的要因がかかわっ

ているのであれば，ヨーロッパや日本との格差は長期間持続すると考えられる．一方で南

欧・東欧や日本が既に極低出生力水準を脱け出したように，一定の回復はあると思われる．

ここでは各種の将来推計を概観し，東アジアの低出生力のゆくえについて考察する．

1． 国連人口部の将来人口推計

国連人口部の将来人口推計（UNPD 2010）では，2010～15年から2095～2100年まで，

18期間について年齢別出生率，死亡率，入国超過率を設定している．台湾は国連加盟国で

ないので明示的には示されないが，東アジア地域中の“Othernon-specifiedarea”は実

質的に台湾を指す．

合計出生率の仮定値をみると，2010～15年期間で韓国とシンガポールは日本とほぼ同じ

水準まで回復し，以後0.05以上の差を生じることなく同じペースで置換水準近くまで回復

するというシナリオになっている．これに対し台湾の場合，2010～15年の合計出生率は

1.05という低水準にとどまり，2050年頃でも香港と0.1，日本と0.2近い差が残ると仮定さ

れる．

図1は日本・韓国・台湾・シンガポールの合計出生率の実績値に上の国連仮定値をつな

いだもので，2010～15年期間は2012年，2015～20年期間は2017年の値とした．これを見る

と日本の仮定値は2005～10年の回復速度から見てさほど不自然ではない．韓国は2009～10

年の回復がそのまま続くとすれば，シナリオ通り速やかに日本に追いつくことも可能だろ

う．台湾とシンガポールは2009～10年に合計出生率が低下したが，このような低下は1～

2年の特殊な趨勢で，すぐさま回復

に転じると仮定される．ただし台湾

の回復速度は，きわめて緩慢なもの

に設定されている．

このように台湾を除いてかなり楽

観的な仮定になっており，韓国・シ

ンガポールの老年従属指数＝65歳以

上人口／15～64歳人口が日本を超え

ることはないとされる．台湾だけは

2050年頃に日本を追い越し，ピーク

時の2065年には82％（日本は67％）

という高い値を示すという結果になっ

ている．
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図１ 合計出生率の実績値と国連の仮定値



2． 各国政府の公式人口推計

国立社会保障・人口問題研究所は2012年1月に2010年国勢調査を初期人口とする将来人

口推計を公表した．ここでは国連人口部と異なり，2005～10年の出生率回復傾向は続かな

いと仮定されている．これは2006年以後の出生率回復は出産スケジュールの一部だけに攪

乱が生じたもので，コーホートの出生力低下（特に晩産化）には目立った変化が見られな

いためである（金子 2010）．つまり回復は本来の出生が先送りされていたリバウンドによ

るもので，出産スケジュールの一部の歪曲に過ぎず，コーホート出生力の低下はまだ続く

と仮定される．このため中位推計が仮定する2060年の合計出生率は1.35であり，2010年の

値（1.39）よりも低い．高位仮定でさえ2060年の合計出生率を1.60と仮定しており，国連

の中位推計（2055～60年に1.90）よりずっと悲観的である．

韓国統計庁は2011年12月に2010年センサスを初期人口とする将来推計人口を公表した．

合計出生率の仮定値を見ると，中位推計では2010年の1.23から2045年には1.42まで回復し，

その水準で維持されている．これは

国連人口部の中位推計の仮定値に比

べると，かなり緩慢な回復が仮定さ

れている．このため2020年までには

合計出生率が1.3を超えて極低出生

力から脱出するものの，推計期間内

に1.5の線を回復することはないと

される．ちなみに高位推計では2015

年に早くも1.56まで回復するとされ

るが，低位推計では2020年以後合計

出生率は1.00～1.01の間にとどまる

と仮定される．

中華民国行政院経済建設委員会は，

2010年9月に新しい将来人口推計を公表した．推計では2010年の合計出生率は0.94と予測

されたが，実際には0.895まで低下した．将来仮定値はやはり国連人口部よりも悲観的で，

2054年にようやく1.3の線まで回復するというシナリオである．

図2には日韓台の中位推計の仮定値を示した．2060年の仮定値を2010年と比較すると，

日本が3％低下するという悲観的なシナリオなのに対し，韓国は16％，台湾は45％の上昇

が期待されている．ただし台湾は2010年の値が0.895とあまりにも低いため，仮定された

ような目覚ましい回復があったとしても，2060年の値はなお日本に及ばない．日本と韓国

の仮定が共に正しければ，韓国の合計出生率は2020年に日本を逆転することになる．

2011年の実績値は日本が1.39，韓国が1.24で，1年後の値としては予測値とほとんど変

わらない．これに対し台湾の2011年の合計出生率は1.065で予測値（0.97）を大きく上回っ

た．2012年は辰年なので，さらなる回復が見込まれる．こうなると経済建設委員会の予測

値は悲観的に過ぎ，今後は少なくとも韓国との差は縮小するかも知れない．
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図２ 公式推計（中位）における合計出生率の仮定値



表2は各国の低位・中位・高位仮定における合計出生率の仮定値で，韓国と台湾はかな

り低位と高位の幅が広く，確信が持てずにいることがうかがえる．韓国は低位仮定値こそ

日本より低く設定されているものの，中位と高位は日本より高く設定されており，全体と

して日本より高い収束値が仮定されている．台湾は中位と高位はほぼ日本と同じで，低位

が日本よりずっと低い．つまり台湾の中位仮定値は偏っており，0.8の幅を5：3で分割し

ている．中位仮定値を幅の中央に置くのであれば1.2であるべきだが，回復の期待を込め

て高めに設定したのかも知れない．

Ⅳ．結語

日本以外の東アジアにおける極端な低出生力は，急速に変化する社会経済的システムと

緩慢にしか変化しない家族システム間の相克に原因があると考えられる．出生力低下に最

も耐性が強いのは英語圏を含む北西欧的家族パターンで，そこからの距離が遠いほど出生

力低下は激甚なものになる．この観点が正しければ，社会経済システムが一定の発展段階

に達したときの出生力低下は，南欧と共通性が高いラテンアメリカよりは，インドやイス

ラム圏のような非ヨーロッパ文化圏の方が著しいものになるだろう．

出生力低下の度合いが家族パターンのような文化的差異に根ざすとすれば，文化圏間の

格差は長期間持続するものと予想される．したがって2020年までに韓国の合計出生率が日

本を上回るとは考えにくい．コーホート出生力の趨勢を重視した日本の悲観的な仮定値が

正しければ，韓国の出生率は予想されたようには回復しないだろう．一方で韓国の楽観的

な仮定値が正しく，2005年以降の回復基調が長期間持続するのであれば，2020年頃の日本

の合計出生率は1.5付近まで回復し，韓国との逆転は起きないだろう．台湾の合計出生率

は経済建設委員会の仮定値よりは速く回復する可能性があるが，現状からは2020年までに

日本・韓国に追いつくとは信じ難い．

2000年以後の韓国・台湾における出生力低下は，誰も予想できなかった創発的な変化だっ

た．出生力回復においても新たな創発的変化が起き，急速に日本を追い抜いて回復基調に

乗ることがないとは言い切れない．しかしさらなる創発的変化がなく，現在の出生力水準

が封建家族の子孫である日本と儒教家族の子孫である韓国・台湾の家族パターンの差に帰

因するものならば，現在の格差は数十年続いてもおかしくない．
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表２ 公式推計における2060年の合計出生率の仮定値

国 低位 中位 高位 範囲

日本 1.12 1.35 1.60 0.48

韓国 1.01 1.42 1.79 0.78

台湾 0.8 1.3 1.6 0.8

国立社会保障・人口問題研究所（2012）
（2011）

行政院經濟建設委員會（2010）
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Introduction:FuturePathofExtremelyLowFertilityinEasternAsia

ToruSUZUKI

ItisassumedthatthemoredistantthefamilypatternisfromNorthern-WesternEuropeanpat-

tern,thelowerfertilitydeclines.CountriesinNorthern-WesternEuropeandEnglishspeaking

worldaretheoffspringoftypicalfeudalfamilywithwelldefinedobligation/rightrelationships,

highconsciousnessofcontract,highpositionofwomenandweaktiebetweenparentandchild.

SouthernEuropeancountriesandJapanarealsotheoffspringoffeudalfamilybutwithpatriarchic

andauthoritarianfeatures.China,KoreaandTaiwanaretheoffspringoftheConfucianfamilyand

thepatriarchicandauthoritariancharacteristicsareevenstronger.

Lowfertilityisanaturalresponsetopost-materialchangessuchassloweconomicgrowth,tight

labormarketforyoungworkers,increasinghumaninvestment,decliningconventionalgenderrole

segregation,etc.However,theconflictbetweentherapidlychangingsocioeconomicenvironment

andtheslowlychangingfamilysystemislargeifthetraditionalfamilypatternisapartfromNorth-

ern/WesternEuropeanpattern.

Thepaperexaminesfertilityassumptionsinvariouspopulationprojections.Sincethecurrent

leveloffertilityisrelatedwiththedeepculturalpatternoffamilybehaviors,thedifferencebetween

JapanandConfuciancountrieswilllastforalongtime.


